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2007 年 2 月には英文版も発刊した。 r~t朝鮮
人権白書』第l集は圏内の関連機関はもちろ
ん、国際人権機構と NGO団体、各国大使館
にも配布されたが、大韓弁護士協会は北朝鮮人
権状祝の推移を持続的に追跡し、二年ごとに『北
朝鮮人権白書』を発刊することにした当初の方
針に従い、乙の度 W2008 北朝鮮人権白書』
第2集を発刊することになり、後続版で各界
の期待に応えることができるようになった。大
韓弁護士協会が『北朝鮮人権白書』の発刊を継
続している理由は、独裁権力によって組織的、
制度的に人権を探聞されている北朝鮮住民の惨
状が既に様々な経路を通じて、国際社会にまで
広く知られている。国連総会においても北朝鮮
に対し、人権状況の改善を促す決議をするな
ど、国際社会の関心が漸増しているにもかかわ
らず、韓国社会が北朝鮮の人権問題に関しては
無関心なままで、さらには進歩と知性を自称す
る一部の人々ですら、北朝鮮の人権問題を‘確
認が不可能な事案¥ ‘内政干渉¥ ‘北朝鮮体制
の特殊性¥ ‘内在的接近の必要性¥ ‘南北関係
改善を通じた解決'など、誤って導かれた論理
で糊塗し根深くも二重的、偽善的見解から抜け
出せないでいる。このような状況を打破し、北
朝鮮住民の人権を多少なりとも改善しようとす
るのであれば、代表的な人権団体である大韓弁
護士協会が力量を集め、北朝鮮の人権実態につ
いて、最大限客観的で信頼性のある事実調査を
遂行し、これを対内外に広く知らしめて、確認
された事実を土台に北朝鮮の人権問題の原因を
分析し、その政治的、社会的、模範的意味と合
わせて可能な対策を持続的に提示することが避
けられない、職業的使命であると認識する必要
があるだろう。
人権はそれを天賦の自然権ととらえるか、実
定法制度によって保障される基本権と捉えるか
はともかく、法の領域と無関係とはなれない概
念であるために、北朝鮮の人権問題に対しても
政治・社会学的な接近と同時に、法的な観点で
現象を把握して原因を糾明し、法的な手段を通
じて改善策を模索しようとするのは、意味あっ
て必要な作業になることであり、このような作
業は北朝鮮人権問の解決を追求する、様々な形
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の他の努力とは区別される示唆する点を読者に
知らせることができるだろう.
W2008 北朝鮮人権白書』第2集も 1集と
同じく、このような認識の下に執筆され、法律
家の観点から北朝鮮の法が、はたして北朝鮮社
会の内部で規範としての地位と機能を持ってい
るのか、北朝鮮の人権問題の根本原因が北朝鮮
体制または法規範の位階秩序とはいかなる関係
にあるのかを究明することから始めた。北朝鮮
の各種の人権条約加入状況と人権関連法律の制
定、改正状況およびその適用実態を確認し、法
的な意義を記述し、人権侵害の具体的な実態を
詳細に明らかにしたのち、そのような人権侵害
行為が文明社会で一般的に認められる人権規
範、北朝鮮が加入している各種の国際条約や北
朝鮮の憲法、人権関連の刑事司法法規にどのよ
うに違反し、このような違反行為に対する法的
な非難可能性はどうなるのか、またその責任を
追求する制裁手段はないのか、そしてそのよう
な研究が北朝鮮の人権改善においてどのように
役立つのかに至るまで言及しようと努力した。
W2008 北朝鮮人権白書』が資料を保存し
蓄積することによって、北朝鮮の人権問題に関
する研究と改善活動を促進するという基本的な
機能以外に、北朝鮮の人権侵害行為に対する制
裁と救済手続きを伴う法的評価にいたるまでを
記述することが、北朝鮮で強行されている反人
倫的人権侵害犯罪を防ぎ、治癒するのにどのよ
うな役割を果たしうるのかについて、今回の白
書発刊を契機に真剣な議論が始まることを期待
する。
2、調査と執筆の原則
よく知られているように、北朝鮮の人権実態
は北朝鮮社会の閉鎖性のために、直接的な確認
もしくは現地調査が不可能である.だからと言
って北朝鮮の人権実態を把握すべき必要性が減
るわけではないし、また客観的実状に接近する
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調査が不可能であるわけでもない。大韓民国に
は毎年2000人程度の脱北者が入国しており、
その数はすでに1万5000人に達する.この
ような数字は調査結果の客観性を検証できる母
集団を形成するのに充分であり、彼らの証言を
通じて北朝鮮の人権実態に関し手調査した膨大
な資料、各種記録と多年間の調査経験も蓄積さ
れている。従って、調査対象の虚偽、誇張陳述
によって客観性のない調査結果が生まれる危険
性は極めて少ないといえるだろう。北朝鮮人権
小委はとのような検討結呆を勘案し、 W2008
北朝鮮人権白書』を発刊するための調査対象と
調査方法、執筆の原則を次のように決定した。
調査対象は2000年以後、北朝鮮を脱出した脱
北者 100人とし、可能な限り、最近脱北し入
国した者を対象とし、 W2006 北朝鮮人権白
書』を発刊する際、証言した者は対象外とする
ように留意する。彼らに対する真相面接調査は
専門調査機関の助けを受け、 2008年2月から
2008年4月まで実施するものとし、北朝鮮人
権小委所属の執筆委員らは自身の執筆分野と
関連する事項の調査には、一定時間以上必ず参
加することとする.執筆は確認可能な実体的的
事実の記述を主とし、以上のように生産された
調査結果に対してはこれを検証し、客観性を補
完するために既存の文献、記事、調査報告書、
インタビュー結果も執筆に活用することとす
る.
まず、執筆者の観点から実体的事実を土台に
し、具体的事実と統計的事実のバランスが取れ
るように記述し、法律家団体である大韓弁護士
協会で発刊する人権白書としての特性と差別性
を確保する。法律家の観点から、昨今のような
北朝鮮人権実態の原因を分析究明し、北朝鮮が
加入した各種国際人権条約、文明社会で一般的
に認められる人権規範、北朝鮮の現行憲法およ
び人権関連の各種法令、大韓民国の現行憲法お
よび人権関連の各種法令、その他法の精神また
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は条理などを通した、北朝鮮人権の実態に関す
る法的な評価と改善策または展望を付け加えら
れるようにする.北朝鮮人権白書は、北朝鮮の
人権実態についての歴史的記録蓄積という意義
が大きく、毎回、形式と内容が変わっては困る.
W2008 北朝鮮人権白書』第2集も W2006
北朝鮮人権白書』第1集の目次を根幹として
構成し、北朝鮮の国際協約履行の報告書につい
ての検討意見を付録として追加する。
3.北朝鮮の人権実態の概観
今回実施した調査を通し、北朝鮮人権小委が
把握した北朝鮮の人権の実態の中で、特記する
ほどの点は次のとおりである.
人権関連法律の適用実態
2006年の調査結果と同じく、北朝鮮の捜査
機関は依然として、犯罪容疑者を逮捕する際、
刑事訴訟法など関連法規に従った手続きをとら
ず、拘禁施設に収容する際も嫌疑事実、罪目と
理由、期間などをきちんと告知しない。非衛生
的な拘禁施設では概して人権冒涜、性的加害や
セクハラ、身体に対する拷問などが強行されて
いた.政治犯に対しては裁判なき処罰が一般的
であり、裁判を受ける場合であっても、法廷手
続きが遵守される場合は稀であり、権力の介
入、出身成分と土台など法外的な原因によっ
て、不公正な裁判が行われていた.北朝鮮の人
権関連法律は正常な規範力を有することもな
く、一般的にもあまり知られていない.
食糧権
北朝鮮が総体的な食糧不足に直面することに
なったのは、東欧圏社会主義の崩壊による経
済、農業部門の支援と協力中断も一つの原因に
なったが、営農体系の非効率性と農業構造の矛
盾性、工業部門の生産麻症による肥料と農薬不
足、生産意欲を低下させる集団主義、非経済的
資源配分のような社会経済的制度の矛盾が主な
原因である.このように北朝鮮の飢餓状況は、
体制矛盾から始まった絶対的な食糧不足のため
に発生したと見ることができるが、しかし、
1990年代以後に現われている大量の餓死者
は、食糧の絶対不足ということだけでは説明が
つかない、不平等な分配構造の犠牲者であるこ
とを直視する必要がある.北朝鮮の独裁権力は
食糧不足の事態を目の当たりにし、軍と党の幹
部、軍需産業など戦争関連職種の従事者、平壌
市民などのみ食糧を配給し、残りの住民たちを
階級別、地域別、職種別に徹底的に差別し、配
給制度の外に放置する政策をとった。
北朝鮮政権がすべての住民と苦痛を分担した
ならば、生き延びることのできた北朝鮮社会の
脆弱層が、乙の政策のために真っ先に餓えて死
ぬこととなったのである.階級的、地域的、年
齢的、脆弱階層の食糧権ないし食糧接近権を考
慮しないまま、最小限のモニタリングもなしに
北朝鮮政権に食糧を支援することは、このよう
な非人道的配給体制、または、その背後の独裁
権力の維持費用を、人道主義という名の下で献
納する結果となっているのではないかについて
は、徹底した検討がなされなければならないだ
ろう。
拷問その他非人道的もしくは屈辱的処遇
捜査機関に逮捕された人の中で、拷問や非人
格的で変態的な様々な形態の虐待を受けていな
い者は少なかった.これは北朝鮮の官憲一般が
体制に脅威となる者や犯罪者をを革命の敵とみ
なし、人権は社会主義革命と体制守護に献身す
る場合にのみ許される、階級的人民の権利であ
るという、北朝鮮式人権概念に陥っていること
から由来する現象であると考えられる。北朝鮮
は最近まで、人権関連法規の多数を国際法規の
基準に類似した形で改正したが、これが宣伝の
ためなのか、ぞれとも実際に北朝鮮住民の人権
を向上させるためのことなのかは、確認されな
かった.
宗教および信念の自由
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北朝鮮社会は主体思想という教理によってパ
ックアップされる、絶対首領の神政体制と定義
することができる.したがって、そこには首領
唯一思想に脅威となりうる宗教、信念の自由は
ない。
意見および表現の自由
金日成、金正日の私生活、家系についての言
及と誹誘、韓国と改革開放に対する肯定的な表
現、北朝鮮社会に対する不満などの言動は、依
然としてその行為者を政治犯として分類するよ
うにして、過酷に社会から絶滅させる口実にな
っている。首領独裁体制に脅威になる、上記の
ような言動を除いた残りの問題については、多
少統制が緩和されたような変化が伺えるが、配
給制度の崩壊による社会統制機能の部分的麻庫
現象がその原因であり、これが北朝鮮社会の人
権制度や人権意識の発展に伴った変化ではない
ようである.
女性の人権
北朝鮮は男性と同じように、女性の労働力を
動員する目的で男女平等の名分を強調し、宣伝
してきたが、実状を調べれ』ま、家庭でも社会で
も、政治的にも経済的にも女性を冷遇、蔑視、
圧迫する封建的意識が根深く残っている。最
近、家庭や社会で女性の発言権が高まった現象
がみられるが、これは北朝鮮の配給体系が崩れ
た後、女性が商売など経済活動の一線に立って
家族を扶養する責任を負うことと事情と関連が
深い。
脱北者問題
北朝鮮を脱出した脱北者らは主に中国を経る
ととになるが、中国が脱北者を難民と認定する
のではなく、越境した犯罪者とみなし、北朝鮮
に送還するので、身分を明かすことができない
脱北者らは、中国で例外なしに何らの法的保護
を受けることができない境遇に転落することに
なり、特に女性らは人身売買、強制結婚など過
酷な試練を受けることになる.中国は2008年
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のオリンピックの際に、脱北者を見つけだし送
還するするために血眼になっていたので、脱北
者らが難民と認定されるように、わが政府と国
際社会がより一層努力しなければならない.
政治犯収容所の実態
政治犯収容所に関しては 1993年にその存在
が初めて知られ、その後、そこを経験した何人
かの脱北者によって、その実状が公開されるこ
ともあったが、政治犯収容所で生まれ生活した
後、脱出して最近入国したシン・ドンヒョク氏
が証言した政治犯収容所の実状は衝撃的であ
る.収容者たちは正常的な言語の習得と、意識
の形成が歪曲され妨害を受けたものとみられ、
政治犯収容所を脱出した一部は、北朝鮮当局が
政治犯を対象に生体実験をしているとの疑惑も
提起している.北朝鮮人権小委が北朝鮮で強行
されている人権侵害犯罪の証拠を収集・保存し
て、加害者の追訴と処罰に備えるように北朝鮮
人権記録保存所を設置すべきであると強調する
理由を、ここでも発見することができる。
控北者、国軍捕虜、北送在日同胞の問題
北朝鮮は宣伝と工作、労働力搾取など、いく
つかの目的のために彼らを誘引・投致し、抑留
している.問題なのは彼らにそのような状況を
強要されるいかなる理由もなく、彼らの中の多
数は韓国と社会のために献身してきた愛国有功
者であるのに、歴代政府の無関心の中で北朝鮮
当局によって社会最下層階級と分類され、蔑視
と屈辱と差別を受けている。彼らが最後に残っ
た労働力まで搾取されながら、遠くない最後を
無気力に待っている、北朝鮮の代表的な社会脆
弱階層であると乙ろにある.
E 北朝鮮の人権政策
1.北朝鮮の人権に対する罷職
A.北朝鮮における法と人権
(1)法規範の位階秩序
(2)北朝鮮の人権概念と思想的基礎
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B.北朝鮮における人権侵害の構造化・日常
化
(1)体制維持のための住民統制と人権侵害
の構造化
(2)分断体制下における人権侵害の日常化
。)北朝鮮の人権状況の現状
c.北朝鮮住民の人権意識
2.北朝鮮の国際人権条約義務履行の現況
A.北朝鮮の国際人権条約加入の現況と展望
(1)北朝鮮の国際人権条約加入の現況と意
味
(2)国際人権条約に対する北朝鮮の態度お
よぴ政策の展望
B.北朝鮮の人権報告書提出の現況と主な内
容
(1)北朝鮮の人権報告書提出の現況
(2)北朝鮮提出の人権報告書に対する国際
人権機関の見解
c.国連の北朝鮮人権決議と北朝鮮人権改善
展望
(1)国連における北朝鮮人権問題の公論化
(2)国連の北朝鮮人権問題国際公論化の意
味
3.北朝鮮の人権政策の二重性と変化
A.序論
B.人権公約 (commitInents)と現状との
草離
(1)食糧権
(2)拷問その他残忍で非人間的かつ屈辱的
な処遇
(3)宗教および信仰の自由
(4)恋意的拘禁
(5)控北・抑留者問題
(6)意見および表現の自由
(7)女性に対する暴力
c. ‘螺旋形5段階論'で見る北朝鮮の人権
政策の変化
D 国連人権委員会および総会の対北朝鮮人
権決議等の効果
E.結論
il.北朝鮮の人権関連の法律とその適用実態
1 人権関連法律の改正現況とその主要内容
A.北朝鮮の人権関連法令
B 北朝鮮刑事法の意味と制定・改正現況
(1)刑事法の意味
(2)刑事法の制定・改正の経緯
c.北朝鮮刑事法の基本原則
(1)刑法
(2)刑事訴訟法
D 北朝鮮刑法の主要内容と問題点
(1)犯罪
(2)刑罰
(3)各則
E.北朝鮮刑事訴訟法の主要内容と問題点
(1)捜査
(2)予審
(3)起訴
(4)第1審裁判
(5)第2審裁判
(6)判決・判定の執行
(7)証拠
(8)弁護
(9)刑事事件の棄却
(10)損害補償
(11)刑事訴訟の文書と期間
2 北朝鮮刑事法律の適用実態
A 概説
B.捜査手続における人権侵害の実態
(1)捜査手続の概観
(2)予審院の被尋者の尋問手続および方法
(3)逮捕，拘束処分手続
c.拘禁施設における人権侵害実態
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(1)各拘禁施設の類型概観
(2)拘禁施設の施設現況
(3)拘禁施設への収容手続
(4)拘禁施設(特に労働鍛練隊)の生活実
態
D.裁判手続における人権侵害の実態
(1)裁判手続の概観
(2)裁判公開の原則適用関連
(3)裁判審理手続関連
(4)裁判審理期間関連
(5)弁護人の助力を得る権利と関連し
E.その他
(1)現地公開裁判
(2)公開処刑に対して
(3)大赦・特赦制度に関連し
F.結語
N.具体的な人権侵害実態
1 食糧権
A 食糧難の起源
B.需給現況
C 分配の問題
(1)階層別配給差
(2)地域別偏重配分
(3)購買力の問題
(4)脆弱階層
D.転用及びモニターリングの問題
E.生存活動の統制
F 対策
2 拷閉その他残忍で非人間的もしくは屈辱的
な処遇
A.序論
B 拷問および虐待の実際事例
c.拷問および虐待に対する治療及び救済手
続
D.結論
経営情報学論集第 16号 2010.2
3.宗教および信念の自由
A.調査の接近方法
B. 2008年度のインタビュー調査とその分
析
4.恋意的拘禁
A.身体の逮捕・拘禁に関する保護法制
B.恋意的な逮捕拘禁の実態
(1)制度の非民主性
(2)恋意的な逮捕拘禁の実態
c.原因と対策
5.意見および表現の自由
A.調査の接近方法
B. 2008年度のインタビュー調査とその分
析
6.非自発的な失践の問題
A.定義
B.現況
c.事例
7.社会的脆弱階層の人権
A.女性権
(1)北朝鮮女性の人権一般
(2)家庭における人権侵害
(3)職場及び社会における女性権の侵害
(4)女性に対する暴力
(5)健康権の悪化
B.児童権
(1)北朝鮮の児童権一般
(2)生存権
(3)発達権(教育権)
(4)保護権
c.老人の人権
(1)老人の保護法制
(2)食糧権及び生存権
(3)老人福祉の欠如等
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D.障害者の人権
(1)障害者保護法制
(2)障害者迫害及び差別
(3)障害者保護及び便宜施設等
E.成分分類による脆弱階層の人権侵害
(1)成分分類による平等権の侵害
(2)北朝鮮住民の成分分類
(3)成分分類による人権侵害
(4)市場経済の台頭と成分分類の弱化
B 政治犯収容所の人権実態
A.序論
B 政治犯処罰の法的根拠と手続
(1)北朝鮮刑法の政治犯に対する規定と適
用実態
(2)北朝鮮刑法における政治犯の位置づけ
(3)政治犯の刑事処理手続
c.政治犯収容所の運営現況
(1)名称
(2)区分
(3)運営現祝
D.運営及び監視体系
E.政治犯の生活実態
(1)日常生活
(2)政治犯の外観
(3)衣生活
(4)食生活
(5)住居環境
(6)日課
F 政治犯収容所の人権実態
(1)生命権の侵害
(2)制度的暴力
(3)児童および女性虐待
(4)反人倫犯罪
9.脱北者問題
A 脱北者の増加
B.脱北者の離脱経路
(1)脱北者離脱経路の多様化
(2)脱北者に対する各国政府の態度
c.脱北過程で発生する人権侵害
(1)人身売買
(2)強制結婚
(3)その他
D.国家別脱北者収容所実態
(1)中国
(2)タイ
(3)モンゴル
(4)カンボジア
(5)ラオス
(6)ベトナムとミャンマーなど
(7)その他、収容所での困難
E.強制送還者に対する北朝鮮政府の処罰
F.脱北者の定着現況
(1)韓国
(2)脱北者の苦労事項
(3)米国等第三国への亡命
10 北朝鮮送還在日同胞の問題
11.南北関係で発生した人権問題
A.控致問題
(1)朝鮮戦争後に控致された人
(2)朝鮮戦争中に挫致された人
B.未帰還国軍捕虜問題
(1)国軍捕虜現況
(2)国軍捕虜人権実態
(3)国軍捕虜に対する韓国，北朝鮮の立場
(4)結論と提言
c.結び
v.結論
人権は権力に対し手要求し、権力を批判して
権力を制限する属性を持っている。そのため、
人権は歴史的、本質的に権力者とその支配を受
ける人民たちの聞の闘争を通じて発展した、闘
争の産物である。したがって、北朝鮮の人権問
-104ー
題を解決しなければならない究極的な主体は、
北朝鮮住民たちといえる。ところが、現在の北
朝鮮は人権闘争を展開する最小限の機会と空間
までも発見しにくい、完全に統制され閉鎖され
た社会なため、北朝鮮同胞のために人権闘争を
しなければならない最初の主体は、北朝鮮側の
同族の大韓民国の国民にならざるをえない.そ
れなら、北朝鮮同胞の人権を改善するために、
私たちはどのような努力をしなければならない
だろうか.
まず、北朝鮮の人権実態に対する認識の草離
を克服しなければならない。私たちの社会の内
部で、北朝鮮には人権問題がないとか、確認で
きないとか、あるといっても私たちの見解であ
るだけで、彼たちには何の問題でもないという
形の認識が平然と通用するならば、北朝鮮の人
権問題を改善するための活動は、こういうこと
から常に妨害を受けるだろう。このような認識
の差は、根本的に一人一人の理念と世界観の差
から由来するととから、簡単に接近することは
できないが、粘り強い事実の認識と蓄積こそが
この問題を解決できる唯一の対案であるとはい
え、大韓弁護士協会が持続的に『北朝鮮人権白
書』を発刊する理由もここにある。
次に、北朝鮮人権問題に対する無闘心を打破
し、人権は異論がありえない普遍的価値であ
り、原則の問題という点に対する社会的確信を
広めるのに努力しなければならない.人権は人
が人間らしく生きられる土台であり、基本的条
件であって、また国家の存在理由でもあり、政
治権力の正統性を計る第一の尺度でもある.し
たがって、政府や国家機関は社会構成員たち
が、人権の上記のような価値を確信するように
教育して広報するのに努力しなければならな
く、人権の本質的な原則を守ろうとする真剣な
努力と政策の一貫性と持続性を維持することに
よって、揺らぎのない人権政策の原則を北朝鮮
独裁権力に刻印させ、人権団体は政府が政治的
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な利益のために、北朝鮮人権問題を妥協と駆け
引きの対象とするのを監視して、批判しなけれ
}まならない。
最後に、国連をはじめとする国際機構、人権
団体、先進民主国家と確固たる共助ラインを結
成し、強化しなければならない.北朝鮮の人権
問題は、北朝鮮社会の一部や少数の個人問題で
なく、国家の形態を持つ政治集団体制の問題な
ので、国際社会の助力なしに解決を期待するこ
とは難しい問題である.世界的・人類的次元で
の説得と圧迫が必要なのかも知れない.大韓弁
護士協会が『北朝鮮人権白書』に、北朝鮮当局
の人権侵害行為がいかなる条約と法規に違反
し、いかなる犯罪なのかをいちいち記述し、北
朝鮮人権小委が早くからそういう犯罪行為の具
体的な事実関係を記録して、証拠を収集・保管
し、後日の訴追と処罰に備える、北朝鮮人権記
録保存所の設置を主張できたのも、このような
努力に支援できるだろう。このような北朝鮮人
権記録保存所が、既に機能を発揮していたなら
ば、北朝鮮軍が2008年7月11日に、禁止区
域に入ったという理由だけで、韓国の観光客を
小銃射撃で射殺することと同じ野蛮な犯罪は、
敢えて犯すことができなかっただろう。
付録
1.北朝鮮の国際条約履行報告書に対する検討意見
2ー 1.人権委員会委員名簿
2-2.北朝鮮人権小委員会委員名簿
2-3.北朝鮮離脱住民法律支援委員会委員名簿
2-4.北朝鮮離脱住民法律支援弁護士団簿
2-5.人権委員会活動日誌
3.北朝鮮人権実態調査報告(客観式質問項目統計
資料)
4.党の唯一思想体系確立の10大原則
5 -1.第61次国連総会北朝鮮人権決議案
5-2.第62次国連総会北朝鮮人権決議案
6.韓国、北朝鮮の人権に闘する国際条約および加
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入現況
7 -1.第4次国連人権理事会ビティット・ムンタ
ルポン(Vitit Mun凪rbhorn)報告書 (2007年2
月7日)
7 -2.第4次国連人権理事会ピテイツト・ムンタ
ルボン報告書にともなう各国の立場表明
7 -3.国連ピティット・ムンタルポン報告書
(2007年8月15日)
7 -4.第7次国連人権理事会ピティット・ムンタ
ルボン報告書 (2008年2月15日)
本奮を理解するための補注
1.韓国では本書の大韓弁護土協会が発行する『北朝
鮮人権白書』のほかに、同名の報告書が社団法人北
韓(北朝鮮)人権情報センターと、政府系の統一研
究院からも発行されている.北韓情報センターは
2∞3年に設立されて、北朝鮮の人権被害に関する
資料の収集と分析、北韓人権記録保存所の運営を行
っている.統一研究院は 1996年から毎年発行して
いる.
2. r朝鮮民主主義人民共和国社会主義憲法J(2009 
年4月9目、最高人民会議第 12期第一回会議で
再々修E、増補〉は I第l章政治」第8条で「朝
鮮民主主義人民共和国の社会制度は、勤労人民大衆
があらゆるものの主人公となっており、国家は、搾
取と圧迫から解放されて国家と社会の主人となった
労働者、農民、軍人、勤労インテリアをはじめとす
る勤労人民の利益を擁護し、人権を尊重し、保護す
る」と謡っている.
また、「第5章公民の基本権利・義務」で
第64条国家は、すべての公民に真に民主主義的
な権利と自由、幸福な物資・文化生活を実質的
に保障する。朝鮮民主主義人民共和国において
公民由権利と自由は、社会主義制度目強化・発
展とともに一層拡大する.
第65条公民は、国家社会生活のすべての分野に
おいて、誰もがみな同等の権利を有する.
第67条公民は、言論・出版・集会・示威・結社
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の自由を有する.国家は、民主主義的な政党・
社会団体の自由な活動条件を保障する.
己れについて次のような報告がある.
「北朝鮮の言論の自由も世界最下位J(rデイリー
NKI 2009年10月21日電子版)
フランスのパリに本部がある、国境なき記者団が
20日に発表した定例報告書によると、北朝鮮の言
論の自由が調査対象 175カ国のうち 174番目だつ
た.最下位はアフリカのエリトリアだという.北朝
鮮は言論の自由の項目以外に、国境なき記者団が発
表した世界12大インターネットの敵にもキューパ
やイラン、サウジアラビア、トjレクメニスタンなど
と一緒に選ばれている.同記者団は「北朝鮮は世界
でもっとも孤立している固で、全体主義の政権は固
民の目と耳を古え3ぎるために厳しく言論を統制
している.住民は外国のラジオ放送を聞いたり、体
制に対して公聞の場で批判するだけで収容所に送ら
れる」と主張した.さらに「北朝鮮内部では完壁な
言論統制が行なわれているが、それにも関わらず、
韓国にある対北ラジオ放送が北朝鮮の住民に人権関
連の情報を送出し、住民を洗脳する国営のメディア
の宣伝に対抗している」と述べ、とのような放送を
聴くととができるラジオが中朝国境を通じて北朝鮮
に大量に入っていると紹介した.インターネットの
自由については、「北朝鮮にはイントラネット形式
のインターネットだけが存在し、政府から許可され
た情報を少数の公務員や学者だけが見るととができ
る」と伝え、 12大インターネットの敵に北朝鮮を
含めた理由を説明した
第68条公民は、信仰の自由を有する.乙の権利
は、宗教建築物の建造や宗教儀式などを許容さ
れることによって保障される.宗教を、外部勢
力を引き入れたり、国家社会秩序を害したりす
るととに利用するととはできない.
己れについては次のような報告がある.
「米国務省、北を9年連続で宗教弾圧国家に指
定J(rデイリーNIQ2009年 10月28日 電子版)
アメリカ国務省が26日(現地時間)に発表した
r2009世界の宗教の自由に関する報告書」で、北
朝鮮は宗教の自由がない「特別憂慮対象国(CPC)J
であると発表し、 9年連続で最悪の宗教弾圧固とし
た.報告書は、北朝鮮は憲法で宗教の自由を保障し
ているが、政府が公式に厳し〈統制している一部の
団体を除〈、すべての宗教活動を厳しく規制してい
ると明らかにしている.また、北朝鮮の人里離れた
地域の政治犯収容所に 15-20万人が収容されてい
ると推定し、その中には宗教的信念のために収監さ
れている人もいると伝えた.報告書はそれ以外に
も、最近北朝鮮を脱出した脱北者や宣教師、非政府
組織をの報告書を引用して、ヨンチョン市で聖書を
配った容疑で逮捕されたリ・ヒョク氏の公開処刑
争、中国で宣教活動をした脱北者ソン・ジョンナム
氏が死刑宣告されたことなど、具体的な事例を紹介
している.
3. r北の政治犯収容所、6ヶ所に 15万4000人J(1鷲
一日報!2009年10月21日号)
韓国政府の調べでは、北朝鮮の6収容所に政治犯
約15万4000人が収容されている実態が明らかに
なった.政府が16目、国会外交通商統一委員会に
提出した報告書「北朝鮮の政治収容所現祝」として
公表された.ハンナラ党は親北政権下でも情報公闘
を要求してきたが、金大中・直武銭政権は「南北関
係を悪化させる』として拒否してきた.実態は脱北
者を通じてその一端が公表されてきたが、政府が公
式に統計を明らかにしたのは初めて.住民のおよそ
150人に一人が収容されている計算になる.国家
保衛部(体制維持担当)が管理し、現在6ヶ所あ
る政治犯収容所は北朝鮮内部では、名称として番号
をふられた「管理所」が使われている.報告書で明
らかになった「管理所」名・位置・収容人数は次の
適仇①14管理所=平安南道折川(1万50∞人)、
②15管理所=成鏡南道躍徳(五万人)、③16管理
所=成鏡北道化城(1万5000人)、④18管理所=
平安南道北倉(1万90∞人)、⑤22管理所=成鏡
北道会寧(五万人)、⑥25管理所=成鏡北道清津
(5000人).乙のうち 15管理所の輝徳収容所は、
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一定期聞を経て審査が通れば出所できる「革命家区
域」と、死ぬまで収容される「完全統制区域J に分
臆されている.そのほかの五カ所はすべて終身収容
所.報告書によると、収容者は主に失脚した幹部や
脱北者などだが、金日成・金正日を批判したり、政
治批判の失言をした一般住民も多く含まれている.
また、一日 10時間以上の強制労働を課せられ、医
療はまったく受けられず、食事も一日平均 100-
200グラムが配給されるだけ、と言う.韓国白人
権団体はとの問，十数カ所の収容所に政治犯とその
家族約30万人が収容吉れている、と告発してい
た.
4. r国連、 5年連続人権決議案を採択(r.デイリー
NK.J却09年12月21日電子版)
国連総会が18日(現地時間)に、北朝鮮の人権
状況の改善を促す「北朝鮮人権決議案Jを公式に採
択した.決議案は企北朝鮮圏内の深刻な人権侵害に
対する懸念を示し、即刻中断するととを促す、企脱
北者に対する北朝鮮当局のひどい処罰に懸念を示
し、すべての固に脱北者の強制送還禁止の原則を守
る乙とを求めるなど、内容は昨年と似ていた。
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